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前回の「基本モデル」では、田園情報社会を構

成する各地域のモデルとして「リフレッシュ型」

「情報加工型」「情報創造型」「ボランティアサポー

ト型」の４つを提案し、それぞれの姿を描いた。

また、各地域には、それぞれが目指す社会像に基

づいて、これら４タイプの組み合わせを選択する

という戦略的思考が求められることを指摘した。

そこで本稿では、「田園情報都市」を実現する

ために求められる施策について、具体的に提示し

ていきたい。

４　施策の検討

� アプローチ

田園情報社会の実現に向けて施策の検討を行う

にあたり、そのアプローチには、時間軸（時系列）

を意識することと利害関係者（ステークホルダー）

毎の施策の提示が求められる。

①時間軸（時系列）

時間軸としては、中期的な目標と長期的な目

標を分けて考え、それぞれの課題を検討すること

が望まれる（図表２１）。

まず、中期的な目標だが、「集中と分散」ある

いは「ハブ＆スポーク」を意識したときに求めら

れるコミュニティ毎の役割を、各コミュニティが

自ら明らかにする必要がある。その上で、備える

べき機能の抽出と、人的資源の移動を促進するた

めのインセンティブの在り方を模索することが望

ましい。

一方、より長期的な目標では、田園情報都市と

しての特徴の強化を繰り返すとともに、コミュニ

ティ「らしさ」を訴求すべきであり、持続的に必

要とされる人材の囲い込みを心がけたい。

②利害関係者

利害関係者はステークホルダーとも呼ばれる概

念で、経営戦略などを策定する際には、その企業

と関わりのあるありとあらゆるステークホルダー

を抽出することが基本とされている。田園情報都

市を創造する上でも、地域コミュニティを構成す
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る人々や周囲のサポーター、競合先などを抽出し、

個々の関係を把握することが重要である（図表

２２）。

図表ではあくまで一例として提示したが、目指

すタイプ、競合先などにより田園情報都市毎にス

テークホルダーの構成や位置づけは異なる。さら

には、田園情報都市の成熟度合いにより、ステー

クホルダーが入れ替わることは自明である。
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図表２１ 時間軸（時系列）を意識した目標
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図表２２ 利害関係者（ステークホルダー）の例
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などを基本とする。

第３段階の「都市からのヒトの移動を促す施策」

は、田園情報都市創造の仕上げとも言える。各地

域が必要とする人々に移住し、定住してもらうた

め、田園情報都市では「先端都市」や「観光都市」

などと差別化できる特徴づくりを行うことが求め

られる。

� 第１段階～基本的施策

さて、第１段階は田園情報都市の基盤となる環

境を整えるステージである。

各地域の状況にあわせて、個々の活動範囲を拡

げ、魅力ある地域づくりの基礎とするような施策

の検討が求められる。

具体的には、地域単位で田園情報都市の核とな

る「人的資源」ならびに「場」の確保を目指すこ

ととなる。

①人的資源の確保

ａ）既存の団体組織の活用

各地域には、従来から地域に根付いた活動を

したがって、実際のステークホルダーの把握で

は、それぞれの関係の深さや役割、各ステークホ

ダーを取り巻くステークホルダーなども考慮し、

より複雑なチャートが必要となる。

③３つの段階に分けた施策の検討

本稿では、以上の２つの尺度を組み合わせ、田

園情報社会を実現するためのステップとして、３

つの段階に分けた施策の検討を試みた。

すなわち、「基本的な施策」「地域の魅力づくり

のための施策」「都市からのヒトの移動を促す施

策」の３段階の検討を行った（図表２３）。

第１段階である「基本的な施策」は、地域の

IT化や国際化推進支援などにより、田園情報都

市となるための基礎づくりを目的としたものであ

る。基本的には今の行政やコミュニティ活動の延

長線上に位置づけられる施策である。

第２段階の「地域の魅力づくりのための施策」

は、より中長期的な位置づけからの各都市の特徴

づくりを目的としている。外部からの移住を検討

する人への説得材料となる各種プログラムの検討
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図表２３ ３つの段階

段　階 目　的 アプローチ

１ 基本的施策
・既存資源の整備
有効活用

・人的資源の確保
・場の確保
・ツールの確保（中古PCの活用）

２ 地域の魅力作り
・基本４モデルの
肉付け

・リフレッシュ型：癒し大学院
・情報加工型：PORO制度、人材活用特区
・情報創造型：情報スタンド、情報冷蔵庫
・ボランティアサポート型：ｅボランティア、

eNPO、ｅ自警団

３
都市からのヒト
の移動

・具体的行動の誘発
・競合との差別化

・人材入れ替え制度
・ｅ企業城下町
・おっかけDB
・疑似通貨、地域通貨



行っているグループが多数存在している。人的資

源を確保するにあたり、彼らの協力は不可欠であ

る。そこで、まずはこうしたグループへの呼びか

けを行うことが開始時のきっかけとなる。

第一歩として、定期的に一定の目的の下に集う

ようなグループ団体へのアプローチが望ましい。

例えば、ママさんバレーチーム、ゲートボール

チーム、野球チーム、ボーイスカウト・ガールス

カウトのリーダーやメンバー、その他関係者など

が挙げられる。

一方、パブリックな立場からの奉仕活動に慣れ

ている団体、グループ、個人へのアプローチも有

効である。例えば、消防団、郵便局員、図書館司

書など公的機関、準公的機関等の職員の活用が検

討できる。

あるいは各種学校などを通じ、スポーツ、文化、

趣味、教養などを教えている人や定期的にグルー

プをサポートするリーダーなども有望であろう

（図表２４）。

ｂ）外部からの援助を活用

地域によっては、地域外に居住するファンがい

るところもある。このような地域では、外部の支

援者を確保することもできる。

例えば、こうしたファン心理を活用し、実際に

田園情報都市に来てもらうことが可能である。あ

るいは、ITの進展による遠隔操作を活用し、今

居住している都市（大都市、他の田園情報都市、

田園情報都市内など）からネットワークを通した

サポートを得ることもできる。

ｃ）参加したい時に参加できる環境作り

地域内の既存の組織を活用するにせよ、外部の

応援団に支援してもらうにせよ、田園情報都市で

はリアル、バーチャルに関わらず、参加したい時

に参加できる環境作りを行うことが重要である。

人的資源の確保に際しては、参加することでの

「自己実現」の達成というモチベーションが参加

側には存在するものの、一方で、顔が見えるサ

ポート（恩着せがましさ）への抵抗感を減らす努

力も望まれる。

ｄ）想定すべき規模

田園情報都市の理想を高く掲げるのは良いが、

来る者は拒まずの姿勢ですべての人を無条件に受

け入れれば、システム全体がオーバーヒートして

しまい、結果としてサポーターも参加者も達成感

を得られないことが予想される。

田園情報都市の適正規模を検討する場合には、

「途切れることなくサポートできる範囲」「持続的
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図表２４ 既存団体の活用による人的資源の確保
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にサービスを提供できる仕組み」「一人でサポー

トできる範囲、作業量」などを事前に検討し、規

定する必要がある。

ｅ）課題

各地域は、人的資源を確保するにあたり、以下

の課題をクリアする必要がある。

既存の組織を活用する場合、田園情報社会の創

造に向けた理念が合致していないと協力体制を醸

成、維持するのは難しい。

また、大きなパワーを持つ場所には非合法なも

のが入り込むリスクがあることにも留意すべきで

ある。

②場の確保

ａ）既存の公共施設の活用

「場」を確保するもっとも効率良い方法は、既

存公共施設を有効活用することである。少子高齢

化で過疎化傾向の地域では、利用度の低い公共施

設等に「田園情報都市」を支える機能を付加する

ことが望まれる。例えば、各種学校、地区会館、

公民館、公園、図書館、郵便局などが挙げられる

（図表２６）。

ｂ）民と官の組み合わせ

官と官、あるいは民と官の組み合わせによる新

たな「場」の創造を目指すことも想定されよう。

例えば、「郵便局に図書館機能を加える」「スポー

ツクラブに託児所機能を加える」「公園と移動図

書館」などが検討できる。

一方、ネット社会では、「情報交差点＊１」とし

てのコンビニや駅、高速道路のサービスエリアへ

のニーズが高まっており、日常的に利用するこう

した場所に「田園情報都市」の主要拠点としての

「場」を再生することの意義は大きい。
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図表２５ 段階的な人的資源の確保
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＊１：情報交差点
通勤や通学に利用する「駅」、日常品を２４時間提供する「コンビニエンスストア」、長距離運転の休息の場としての「高速道路
のサービスエリア」など、ネット社会での情報、モノのやり取りが多岐にわたって行える「場」を指す。
大高齢時代を迎えるなか、「公園」「図書館」などが新たな情報交差点として注目される。
より概念を拡大すれば、「家庭用ゲーム機」「ロボット型知能玩具」「通信機能付き腕時計」なども浮上してこよう。



ｃ）バーチャルとの融合

普段はバーチャルでの活動を展開し、参加者が

プログラムが気に入った時や時間的に余裕が出来

た時にリアルな交流を求め、顔を出せる環境を整

えることが望まれる。

この場合、リアルでの活動の記録や「常連」に

よるバリアの排除、バーチャルからのアクセシビ

リティの確保などが求められよう。

こうしたバーチャルスペースを構築する際には、

活動の分野、目的、提供コンテンツ、コンテンツ

マスターなどを規定することが必要である。また、

コンテンツへの不正アクセスに対し、「サポー

ター」などによる監視が不可欠である。

バーチャルスペースを運営する上で、見えない

コストや課題の発生も予想されるが、田園情報都

市の立ち上げでは、こうしたスペースの運営自体

がトレーニングやシミュレーションとなる。した

がって、こうしたコストや課題を理由に、打ち切

りなど、ネガティブに動くのではなく、ポジティ

ブに理解すべきである。

ｄ）課題

いつでも立ち寄れる「場」を確保する観点から

は、「利用規定」「利用時間」「利用目的」などの

弾力的な運用が必要となる。特に、公的施設では、

利用目的などが厳密に規定され、それ以外の活動

がいっさい認められないことが多いが、不特定多

数の人が「田園情報都市」の各種活動を目的とし

て利用できる柔軟な制度が欠かせない。一方で、

従来から当該施設を利用している人達を排除する

リスクについては、各種制約が必要となる。

③ツールの確保（中古PCの活用）

さて、パーチャルスペースなど、ITを活用す

る田園情報都市には、ツールとしてのコンピュー

タとそれを動かすソフトやノウハウが不可欠であ

る。そのツールを確保する手段として、一般家庭

や企業に退蔵されている中古PCを活用する方法

が有効である。さらに一歩進めて、中古PCを通

してかつての持ち主等との交流を深めることによ

り、田園情報都市への参加のきっかけとすること

も考えられる。

パソコンのリサイクルについては、「環境問題

からの回収、費用負担（家電リサイクル法、２００１

年４月施行）」「寄贈・売買（グリーン購入法、２００１

年４月施行）」「旧機種のパワーアップ」「企業の

寄贈支援」などの面からの検討が課題となる。

寄贈支援では、既に日本IBMとマイクロソフト

による「リユースPC寄贈支援プログラム」

（http://www-6.ibm.com/jp/NewsDB.nsf/2000/12111）

や、ILC（インターネット弁護士協議会）が支援

する「アインシュタインプロジェクト」
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図表２６ 既存の公共施設の活用による場の確保
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（http://www.einstein-project.gr.jp/）、SCCJ（日

本サステイナブル・センター）が目指す「PC

アップサイクル」（http://www.sccj.com/presen/

2000_3_20/2000_3_20.html#Contents）などの事

例がある。

ａ）箱モノに魂を入れる

単に不要なPCの中古流通、再活用手段として

考えるのではなく、PCの提供者自らのスキルも

ソフトの一部として、ナレッジを提供してもらう

ことを検討できよう。

例えば、各自の中古PCを心臓部として活用し、

ロボットタイプの端末の内部に設置することなど、

新たな活用法を提案してもらったり、実際の設置

に関わってもらうなどが考えられる。こうした

「ロボット」を公民館や図書館、病院、学校など

に設置し、カメラ、通信端末などによる双方向で

の対話機能を付加することができよう。

ｂ）ソフトインフラ

こうして設置された「ロボット」を経由して、

参画する田園情報都市での「なんでも相談室」

「高齢者、子供などの対話相手」「技術者の卵への

アドバイス」「これから就職を希望する人へのア

ドバイス」などのサポートを行うことができる。

「観光立県」を目指す田園情報都市であるなら

ば、「ロボット」を経由して、口コミでの観光情

報の発信を手伝う「大都市特派員」制度の導入を

検討することも可能である。

ｃ）流通システム

理想的な「ロボット」は、１対１での相手先探

しであるが、効率性を考慮した場合、仲介業者が

介入することも可能である。

この場合、引き渡し前のハードディスクの消去

などのサポートを行う「スタッフ」も登場しよう。

ｄ）流通すべき数

田園情報都市がすべて万遍なく同じような「ロ

ボット」を調達する必要はない。

例えば、過疎村の小学生を対象とした「私設応

援団」が登場しても良い。こうしたグループが支

援する田園情報都市では、小学生一人に一台の

「ロボット」が支給されることになる。
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図表２７ 段階的な場の確保
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一般的には、学校単位で教室毎に１０台程度が目

標台数となろう。寄付してもらったという経緯か

らモノを大切にするという教育的配慮も必要だが、

鍵をかけて子供達に自由に使わせないのでは、多

くの効果を期待できない。こうした「ロボット」

は使うことにこそ意味があるのである。

むしろ、壊れてもよく、壊れたら修理できる人

材の育成や理系の学校の先生や地元技術者のサ

ポートを意識する方が望ましい。

さらには、地域ごとに不足する「ロボット」数

の把握、ポータルサイトでの掲示板への告知など

によるネットワークの拡大といった活動が求めら

れよう。

ｅ）課題

・デザイン

ロボット型情報端末のデザインがコミュニティ

の創造の成否を左右すると言っても過言ではない。

地域ごとに統一のデザインを用意することで「田

園情報都市」としての特徴と求心力を持たせるこ

とができる。

・不法投棄

中古PCの配送料、不法投棄などに対する罰則

規定などが必要であり、自転車購入時のような

「IDシール」の導入を検討することが望ましい。

・メンテナンス

日常的なメンテナンス、稼働していたものが動

かなくなった場合の処理方法、費用負担の仕組み

づくりが求められる。寄付行為ではなく、あくま

で中古PCを仲介とした田園情報都市との関わり

を持つという初期のビジョンの共有が望ましい。
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図表２８ 中古PC活用のロボット型田園情報都市
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� 第２段階～地域的魅力作りのための施策

こうして、田園情報社会の基盤となる環境が

整ってくると、次に必要となるのは各地域の魅力

の強化である。田園情報都市として成功を収める

には、地域単位で田園情報都市としての特徴抽出

を行い、受け入れたい人材が関心を示すように導

くことが重要である。そこで第２段階では、個々

の地域が特徴ある田園情報都市づくりを推進する

上で求められる施策を検討する。

ここでは、前回提示した田園情報社会の基本４

モデル（郵政研究所２００１年９月号参照）に基づき、

それぞれのモデルにおいて検討すべき施策を提示

する（図表２９）。

①リフレッシュ型～リチャージパーク（癒し大学院）

リフレッシュ型田園情報都市モデルは、肉体と

精神の休息と充電、その先にある新たな価値観の

発見を求めて人々が滞在・移動する地域である。

したがって、効率的な「高度情報社会」に疲れた

時に訪れ、精神的な緊張感を緩和し、人間的な魅

力を再生することを目的とした田園情報都市を実

現するための制度の整備が求められる。

例えば、癒しを目的としたリチャージパーク

（あるいは、大学や大学院）を創設するための諸

制度の検討が望まれる（図表３０）。

若い頃に断念した学問へ再び挑戦することや、

疲れた心と体をリフレッシュ、あるいは勉強とい

うよりは気分転換を図るスタンスで、長い期間を

かけ、習得できるような「場」を用意することが

求められよう。

また、大高齢時代を迎え、職業上の専門性とは

別に、生涯学習的なテーマを見つけ、第２の専門

領域とするための「場」を用意することも可能で

ある。

地域によっては、その土地に根付く伝統芸能・

工芸などの灯を絶やさないための「場」ともなる。

ａ）講座、テーマ例

こうした目的を考慮した場合、リチャージパー

クでは学位や資格を取ることよりも生活を豊かに

することを目的にした講座、テーマの設定が必要

となる。

例としては、「人間国宝に学ぶ」、「重要文化財

を知る」、「観光マーケティングを学ぶ」、「子育て

大学院で学ぶ」、「温泉学、駅弁学を極める」など

が挙げられる。

ｂ）インフラとして活用可能なものの検討

以上のようなテーマで講座を開講するために、

リチャージパークに必要なインフラとしては、既

に地域にあるものをフル活用することが重要であ

る。そのため、利用できそうなものをリストアッ

プする必要がある。例えば、提供可能施設、サポ

ート可能な職員、教材、講師陣、学費、教材コス

ト、授与できそうな資格などである。

ｃ）その後のビジネス展開の検討

癒しをコンセプトとした「リフレッシュ型田園
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図表２９ 基本４モデルに対応した施策

田園情報都市 施　　　　策

リフレッシュ型 リチャージパーク（癒し大学院）

情報加工型 PORO制度の検討、人材活用特区の創設

情報創造型 情報スタンド、情報冷蔵庫

ボランティアサポート型 ｅボランティア、eNPO、ｅ自警団



情報都市」は、ややもするとビジネスにつながり

にくいような印象を与えがちであるが、人が参加

することによって、これらをサポートするための

さらなるビジネスへと波及することが期待できる。

また、国（官庁）や自治体ベースで見た場合に

は、高騰する医療費の抑制に活用でき、別途「リ

フレッシュ制度」や「癒し制度」を医療費問題と

リンクさせ、インセンティブを高められる可能性

も含んでいる。

・医療費削減

各市町村の「医療費削減プログラム」との連携

を模索する上では、「癒しプログラム」と医療費

の間の相関関係に着目する必要がある。

・シニアビジネス

生涯現役を目指す「アクティブシニア＊２」を

対象に高齢者ビジネスへの参入を目指す開発メー

カー等との提携が可能である。

②情報加工型～PORO制度の検討、人材活用特区

の創設

情報加工型田園情報都市モデルは、蓄積された

個々のナレッジを再加工して、新たな市場での付

加価値として提供する地域である。したがって、

「よく遊び、良く働く（学ぶ）」を実践する人々に

効率よい職場環境、生活環境、娯楽環境を提供す

る田園情報都市を目指すための制度を検討するこ

とが望まれる。

ここでは、「PORO制度」と「人材活用特区」

を提案したい。

ａ）PORO制度

・インセンティブ
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図表３０ リチャージパーク（癒し大学院）

域内から通う�
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バーチャル＆ライブ�
バーチャル＆録画�

リハビリ�

リフレッシュ�

特殊技能・伝統文化�

移住・安住�

コンベションビジネス�

リチャージバック�
（癒し大病院）�

遠隔操作（ネット接続）�

ｅラ－ニング�

地元大学の支援�

外部有名講師依頼�
官庁選別派遣�

受講修了者依頼�

＊２：アクティブシニア
５０才以上の高齢予備軍を含む「元気な高齢者」を指す。彼らの多くは経済的、時間的余裕があり、企業はマーケティングの
ターゲットとして熱い視線を送っている。実際、こうした顧客層を対象としたマーケティングを検討するコンソーシアムが数多
く誕生している。例えば、「メロウソサエティ」「サードエイジング」「スマートシニア」「スローネット」などがある。
アクティブシニアは、従来の高齢者のイメージを打破するとともに、貴重な労働力として社会に貢献することを目的に市場創
造を模索することになる。



PORO（Personal Office Resort Office）制度と

は、リゾート地をオフィスとして活用する場合に

一定のインセンティブを与えるものとして筆者が

提唱している制度である。具体的には、有給休暇

の消化とリフレッシュ、家族サービスを両立させ

ることを目的に、リゾート地などで一定の知的生

産活動を行う場合、雇用主が有給休暇の倍増を認

めるか、交通費・宿泊費の半分負担を認めること

を推奨するなどである（図表３２）。

・SOHOによる遠隔勤務

PORO制度は、SOHO（Small Office Home

Ofiice）＊３の概念を拡大させたものである。

SOHOの動向については、住都公団が９８年に実

施した「２１世紀型ワークスタイルの展望に関する

アンケート」が参考となる。

同アンケートによると、ホームオフィスの所有

形態としては「賃貸・集合」を希望するものが

４９％を占めている。ホームオフィスに必要な施設

としては、「宅配ボックス」、「専用駐車場」、「コ

ピー、ファックスコーナー」。近隣エリアに求め

る施設・サービスとしては、「飲食施設」、「ビジ

ネスコンビニ」、「資料センター」。ホームオフィ

スを選択する際の重視点は「電話回線・通信回線」、

「電源容量」、「収納」、「建物の新しさ」などが挙

げられている。

近年、パソコン通信やネット端末が開発され、

一般に浸透していくなか、SOHOの支援制度は在

宅勤務の有効な支援制度として注目を集めている。

同制度を積極的に活用することにより、ローコス

トでの起業が可能となる。

特に、子育てのためにいったん離職したビジネ

スウーマンにとっては社会参加のためのハードル

を低くしている点を評価したい。

・SOHOの課題

が、一方、既存のビジネスパーソンが在宅での

起業を検討した場合、日本の住宅事情に起因する

スペースの制約から、快適な職場環境を確保でき

る状況にはない。
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図表３２ PORO制度
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＊３：SOHO
日本SOHO協会の定義（http://www.j-soho.or.jp/library/library10.html )では、SOHOは、ITを活用して事業活動を行ってい

る従業員１０名以下程度の規模の事業者のこと。主にクリエーター、フリーランサー、ベンチャー、有資格者、在宅ワーカー等が
対象。国内に約５００万事業所（法人１８８万、個人３１５万）、約１５００万人が就労し、２１兆円規模と推定されている。



また、既に裁量労働制を導入するなど、成果物

により給与、年俸、賞与が規定される制度を採用

している企業が多いものの、有効に有給休暇が消

化されるに至っておらず、別途インセンティブを

高める手法としてPORO制度を導入する意義は大

きい。

・ビジネスモデル確立に向けた付加機能

ビジネスパーソンが日常的に必要とするコンテ

ンツをリゾート地まで追いかけて転送できる機能

を田園情報都市側が用意することが望まれる。

このとき、会員制システムを採用することで、

会員の交流を図ることも可能となる。会員の数を

絞り、特定分野のみを対象とすることで、会員同

士のコラボレーションが期待できる。

・コンテンツによる差別化

PORO制度を導入した他の田園情報都市との差

別化を図る上では、当該リゾート地のみで得られ

るコンテンツの提供を考えることが必要であろう。

例えば、特定のシンクタンクや経営コンサルティ

ングファームと提携し、これらコンテンツを囲い

込むことで、ビジネスパーソンのPORO制度活用

を促すことができる。滞在し、消費することで、

そこでしか入手できないビジネスアイデアやコン

テンツを得ることができる地域づくりが、他地域

との競争の中では不可欠である。

・特別な機器の開発促進

PORO制度を導入した田園情報都市では、通常

のリゾート地とは異なり、ネットワークや電子機

器の標準機能を最低限クリアする必要がある。

さらに、PORO制度が導入されることと並行し、

メーカーサイドでは、リゾートで仕事をする人向

けの新たなツールの開発が進められる。

例えば、テレビやコンピュータのディスプレー

のように、画像などを映し出す機能を持った「情

報パラソル＊４」などが開発され、リゾートホテ

ルのプールサイドにいながら、自分の機械なしで

必要とするコンテンツを入手することができるよ

うになるなど、自宅とPOROでのビジネスに断層

が生じなくなる。

また、特殊なリゾート地の環境（高温多湿、砂

地）に対応した特殊用途の電子機器の開発、ある

いはリゾート地の快適環境に合致した電子機器の

開発が望まれる。例えば、マシンを意識させない

素材の活用、不特定多数の第三者が閲覧（のぞき

見）できない画面、かさばらない大きさ、組み立

てやすさなどの機能の付加が求められる。

b）人材活用特区（人材特区構想）

スキルを有する人を先遣隊として受け入れ、カ

リスマを慕う次の集団を囲い込む「田園情報都市」

を目指すことを検討する、あるいは、バーチャル

に日本的な良さを享受したい外国人を囲い込む

「田園情報都市」を目指すこともできよう。

ここでは、こうした人材活用特区のもっとも大

きなケースとして、「人材特区構想」を提唱した

い。

・インセンティブ

人材特区構想では、北海道を人材育成の特別地

区として開放し、人材育成の場として活用するこ

とを検討する。
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＊４：情報パラソル
NHK放送文化研究所「デジタル時代の視聴者（http://www.nhk.or.jp/bunken/NL/n012-y.html#000）」では、全国

１６歳以上の３６００人を対象に、配布回収法により新しいテレビに対する期待を調査したところ、「いつでもニュースや天気予報が
見られる（６５％）」「いつでも見たい映画を見られる（５５％）」が他よりも高い割合を示している。



北海道は広大な敷地を有することから、そこで

暮らす人々のキャパシティが広く、一定規模の人

数を囲い込み、且つ住宅などを供給することに適

している。加えて、世界レベルで高度な教育・研

究機関（特に北海道大学ならびにそのOB、OGに

よる情報通信やバイオ分野）が存在する。

既に、北海道大学の卒業生が札幌駅周辺で起業

し、世界的に成功を収めている。例えば、ハドソ

ン、ソフトフロント、BUGなどが挙げられる。

また、北海道は夏と冬の季節がはっきりしてい

る。即ち、夏を好む夏派と冬を好む冬派を取り込

んだビジネス展開や、リゾートをエンジョイした

いビジネスパーソンの囲い込みが可能である（図

表３３）。

「夏派と冬派」の分担によるビジネスの対象と

なるのは、集中して作業をこなす可能性の高い職

業に就いている人々である。

例えば、編集者、テレビ番組の制作者、映画ス

タッフ、経営コンサルタント、大学教授などが該

当する。

なお、「夏派と冬派」は必ずしも就業を前提と

はしない。他地域での業務の合間に、夏か冬を

エンジョイする上での北海道人材特区の活用も視

野に入れるべきである。

・付加すべき機能

８時間勤務の２シフト制によるワークシェアリ

ング（早番６時～１４時：遅番１３時～２２時など）、

半年働き・半年休む勤務体系（一日１５時間労働）

を可能とする制度の導入を検討する必要がある。

一日単位で見た場合の最大のメリットは、介護

や育児での家族間での労働力の分担にある（図表　
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図表３３ 夏派と冬派
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３４）。

さらに、こうした勤務体系に対応した「２４時間

３６５日の不夜城」の創出を目指し、公共交通機関

の運行、保育所や寄宿舎の完備などが求められる。

また、必ずしも北海道に全家族が移住する必要

はなく、子弟のための都心での寄宿舎の運営など

も検討する必要がある。

・他田園情報都市との差別化

人材特区では外国人知的労働者＊５の確保を容

易とし、専門家不足に悩む企業や日本での就職を

望む留学生を誘致することが考えられる。また、

大学院進学などを目指すビジネスパーソンは、退

職や休職によるキャリアの中断や所属する企業の

勤務評価を落とすことなく、学位を取得すること

ができるようにするなどの施策が必要であろう。

さらに、共稼ぎ世代、育児優先派、首都圏在住

者で進学校などを希望する子供を抱える家族や大

学院修了者など、地域にナレッジを供給してくれ

そうな人をターゲットして、こうした人たちが必

要とするインフラの供給を工夫することにより、

彼ら・彼女らのインセンティブを最大化し、地域に

移住、もしくは貢献してもらうことが期待できる。
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図表３４ 一日単位でのワークシェアリング制度
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＊５：外国人知的労働者
日本に就労目的の在留資格で外国人登録している約１２６，０００人のうち、６割がアジア諸国出身となっている。彼らは「専門的

な知識や技術・技能」の分野で働く人々である。一方、単純労働者は原則入国を認められていない。
ただし、朝日新聞の世論調査では、単純労働者の受け入れについては、回答者のうち、事務・技術職層（７５％）、製造サービス

従業者層（６９％）の受け入れ容認が高く、地域別では東京（７９％）など大都市部ほど容認が多くなっている。（朝日新聞２０００年１
１月９日付）
また、日本の大学や専門学校などで学ぶ海外からの留学生は２０００年５月現在で、６４，０００人（前年比１５％増）となっており、内
訳は、中国（３２，２９７人、５０％）、韓国（１２，８５１人、２０％）、台湾（４，１８９人、７％）など。文部科学省は１９８０年代、２１世紀初頭の
留学生を１０万人にする計画を打ち出したが、日本の景気後退、アジアの経済危機に伴い、伸び率が低迷している。（日本経済新
聞２０００年１２月７日付）



・課題

人材特区の中では、場合によっては複数のビジ

ネスに関わる人も出てくる。したがって企業にお

ける兼業規定、副業規定の廃止の促進が求められ

る。

③情報創造型～情報スタンド、情報冷蔵庫

情報創造型田園情報都市モデルは、滞在する

ことで新たな付加価値の創造が促進される地域で

ある。したがって、顧客データベースを保存する

「情報スタンド」や「情報冷蔵庫」など、付加価

値の創造をサポートする機能の導入が必要となる。

ａ）「情報スタンド」

特定コンテンツを供給するスタンドを検討する。

生活のなかで必要とするコンテンツを自然に補給

できる機能を付加する。

ここでは３つのフェーズを設定した。

・第一フェーズ（供給される意志を持つ場所）

原始的なレベルでは、ガソリンスタンドでの給

油のように、コンテンツ配信を受ける。現在提供

されているビジネスモデルでは、コンビニエンス

ストアでのゲームソフト配信、音楽配信を行って

いるデジキューブ社などがこれに該当する。

・第二フェーズ（日常的に行動する場所）

より進化した情報スタンドでは、ユーザーに意

識されることなく、コンテンツの配信が行われる

ようになる。

例えば、日常的に移動し、離散集合する場所

（前述の情報交差点）に設置される。既存インフ
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図表３５ 北海道人材特区構想
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ラであれば、駅、空港ターミナル、学校、図書館、

銀行・郵便局、自家用車の中、バス、電車、新幹

線、飛行機などを活用することが考えられる。

・第三フェーズ（より自然な場所）

受け渡しの方法がより自然なものへと進化した

段階では、コンテンツの配信が有線系、無線系と

いう概念ではではなく、固形（例えばコインのよ

うなもの）として取り扱われる可能性が高い。

あるいは、一定の場所・時間・距離を滞在・移

動する（例えば、動く歩道の上を歩く）ことによ

り、コンテンツが入手できる装置などの開発が考

えられる（図表３６）。

b）情報冷蔵庫　

自らが保有するコンテンツを鮮度に応じ保存し、

適時ニーズに合わせ取り出せる環境を提供する仕

組みを検討する。

情報冷蔵庫の概念は既に複数の研究者により提

唱されているものである。ここでは代表的なもの

として、「安田モデル」と「富永モデル」を取り

上げた（図表３７）。
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図表３６ 情報スタンド
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・安田モデル

安田浩東京大学先端科学技術研究センター教授

の提案による。基本コンセプトは、「外部から自

動的に情報が送られてくるが、利用しなければす

ぐゴミになる」というもの。

常にネットワーク上の情報へのアクセスを可能

にする仕掛けとゴミにならない仕掛けを用意する

ことがポイントとなる。

ゴミにならない仕掛けとして、「多くの人がそ

の情報を知っていても価値が下がらない」「アク

セス自体を制御し情報カプセル化する」「多く集

めると価値が高まる」「コンテンツ管理型ポータ

ル」などを掲げている。

情報冷蔵庫の基本機能としては、「凍結・解凍」

「検索」「広告」「仲介」などが掲げられている。

・富永モデル

富永英義早稲田大学国際情報通信研究センター

教授・所長の提案による。ホテルに置かれたミニ

バーの中身を情報に置き換えたシステムと考える

と分かり易い。

個人が自由に必要なものを必要な時に選択でき、

各利用者に個別に対応した編集加工を施し、使用

できる環境を提供することを目指している。例え

ば、富山の薬売りのイメージを想定できる。情報

は冷凍され、蓄えられ、必要な時に解凍し、使用

した分の料金を支払うこととなる。

④ボランティアサポート型～ｅボランティア、

eNPO、ｅ自警団

ボランティアサポート型田園情報都市モデルは、
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図表３７ 情報冷蔵庫
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過去の経験やコンテンツを提供し、田園情報都市

の発展に寄与したいと考える人が集まる地域であ

る。したがって、人生の節目で自らを顧みるとと

もに、他人へのサポートを通して成長する「田園

情報都市」を目指す制度の整備を検討することが

求められる。

ここでは、「ｅボランティア」「eNPO」、「ｅ自

警団」を提案したい。

ａ）ｅボランティア、eNPO

・役割

ボランティアが集うためのプラットフォームを

ネットワーク上に用意し、様々なボランティア団

体、NPO（非営利、民間）組織への参画に際し、

時間的・物理的な制約条件を有する人達へのツー

ル、ノウハウ、コンテンツを提供する。

「市民活動団体の実態およびニーズ調査結果報

告書」（東京都社会福祉協議会、東京ボランティ

ア・市民活動センター、１９９９年）によれば、調査

対象８１９団体のうち、専門技能を持ったボラン

ティアが必要と回答した３７２団体では、「コン

ピュータ（３８．７％）」「語学（３４．４％）」などを

求める声が高かったとの結果が出ており、ネット

上で展開するeボランティアは、こうしたニーズ

に対応できる組織と考えられる。

・プロセス

草の根活動を通し、地域社会に貢献する組織の

育成と組織活動のための環境を提供する。平時で

の参加・あるいは登録を促す機能を普遍的に構築

するとともに、緊急時での飛び込み参加・あるい

は登録を促すことも望まれる。

上記調査によると、口コミがボランティア団体

の情報収集手段の４８．０％に上っていることから、

情報伝達の効率性を向上させることが望ましい。

・ビジネスモデル

ボランティア活動に対する「照れ」を解消する

意味から、ネットワークの非日常空間を提供する

こともひとつの付加価値である。陰徳の美風、顔

が見えることでコミュニケーションリスクが増大

することを回避する点なども訴求する。そのため

には、データベース化し、組織を固定化しないe

ベースでの複数の活動を視野に入れる必要がある。

例えば、前述の通り、ボランティアでは専門知

識（コンピュータ、語学、運転、編集、資金調達

など）を有する人材不足が指摘されている。この

うち、コンピュータや語学に関しては、ネット

ワークの発達に伴い、遠隔での操作が容易になっ

てくる。そのため、専門知識のみをサポートし、

特定の組織・グループに所属しないｅボランティ

アや派遣組織としてのeNPOの登録を促すことが

期待できる。

・中間的組織の重要性

田園情報都市の形態のひとつとして、中間支援

組織（インタミディアリー）を内部に有するもの

も必要だ。行政、企業、大学との協働・連携、人

的交流、情報提供・収集、人材育成、各種活動相

談などを行う中間支援組織へのニーズが高まって

おり、こうした機能をネットワーク上で提供する

ことを目指す（図表３８）。

・キャリアへの反映

ｅビジネスモデルが成長するなかで、顔の見え

るリーダーの存在を強め、人材育成のための専門

的な大学プログラム、NPO経験のキャリアへの

反映などを制度的に検討することが望ましい。

・施設利用目的の拡大

公共施設の利用目的制限の解消、利用時間の延

長などの検討が必要となる。そのためには、ボラ
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ンティアによる利用を可能とする施設目的の拡大

とリストアップが望まれる。必ずしも全面的に支

援する必要はなく、事務所経費の支援や余剰教室

の提供など、それぞれのニーズに対応した支援を

も視野に入れる。

・資金開発と事業評価

NPO法人を対象にした融資制度や与信審査、

個人からの寄付金（特定分野での選択納税）など

を検討し、ボランティアを行っている期間に留守

にする場合などは「都市生活者としての不連続性」

を税制面などからも制度的に補うことが期待され

る。

ｂ）ｅ自警団

ネット社会のセキュリティ対応に向けた監視・

サポート組織の構築、育成、運営、指導を目指す。

例えば、ネットワークやセキュリティに強い

「田園情報都市」を目指すことも可能である。そ

の具現化の一つとして、バックオフィス機能に強

い「田園情報都市」なども延長線上に存在する。

・プロセス

ネット社会でのセキュリティシステムの監視の

ためのグループ作りを行う。実際の災害・事件・

事故での広域配信のみならず、日頃のリスク予防

の観点からの自警団の組織化が望まれる。

例えば、ネット版の「ガーディアン・エンジェ

ル」を立ち上げ、草の根運動を展開することが望

まれる。

・機能

物理的な災害ではなく、近年急速に増加傾向に

あるネット社会での回線への不正行為やウィルス、

ウァームなどの監視にあたる。例えば、ｅ監視団

がランダムにネット上を巡回し、公共インフラを
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図表３８ 中間的組織の活用
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監視することが第一義的に求められる。

・メリット

ネット上での対応を行うことで、広域での人口

減やリアルでの会話の減少によるリスクの上昇を

補うことができる。また、監視サポートのリー

ダー的な存在の育成に貢献できる。

さらに、地域コミュニティならびにネットでの

公共性について、若年層に教育する機能も期待で

きる。

・リアル＆バーチャル

リアルなサポートでは、有人監視を行うことが

期待される。そのためには、地元でのボランティ

アの確保が重要となる。

一方、バーチャルなサポートでは、田園情報都

市域外のボランティアが、自宅パソコンの余力を

利用し、巡回ソフトでの監視に協力するなどが考

えられる。

� 第３段階～都市からのヒトの移動を促す施策

第１、第２段階を経て、各地域がそれぞれ独自

の特徴を持った田園情報都市となる環境が整って

も、実際にヒトが動かなければ、田園情報社会と

してのシステムは回っていかない。そこで、第３

段階では、ヒトの流れを促進させ、必要とする人

材を囲い込めるようにするための各種制度を検討

する。

①人材の入れ替え制～クォーターバック制度

人生のステージにより住む場所を変えることを

容易にするサポート制度の創設を検討する。

既にそうした動きは、市町村レベルで存在する。

例えば、岡山（後楽園）、水戸（偕楽園）、金沢

（兼六園）の三名園市長サミットでの検討課題と

して、「楽しみ」「感動」が掲げられ、岡山市は中

心部における小学校教育の活性化事業として「孟

母の三遷」を事例として出している。これは、孟

子の母が孟子の教育のためにより良い環境を得よ

133 郵政研究所月報 ２００１．１０

図表３９ ボランティア育成制度の検討
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うと、三度遷り住んだという故事である。同様の

思想では、インドに「四住期＊６」の思想が存在

する。

②ｅ企業城下町

空洞化、海外移転で企業と地域の関係が希薄化

するなか、産業振興、市場創造を目指し、企業と

地方の関係を再度規定することが望まれる。

ａ）大都市大手企業主導

大都市大手企業がバーチャル空間において、

「ｅ企業城下町」を立ち上げるケースである。

立ち上げた「ｅ企業城下町」に複数の「田園情

報都市」が参画し、相互の交流を深める仕組みと

して活用することができる。

例えば、地方の「田園情報都市」は、

・地域の国立大学、私学からの人材供給

・優遇税制の活用、導入の検討

・休暇村の開放

・リフレッシュのための各種プログラムの提示

などを提供をすることが考えられる。

田園情報都市側には、地元と関わりを持ち、時

には訪問してくれる人を確保できるメリットがあ

る。と同時に、企業側にはリストラなどにより削

減せざるを得なかった福利厚生部分を補えるとい

うメリットがある。
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図表４０ ボランティア育成制度の検討

被害状況分析� 報告、登録�

データベース登録�
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＊６：「四住期（マーシュラマ）」の思想
ヒンドゥー教では、人間の理想的な一生は四段階からなり、それぞれにおいて最適な場所があるとされている。

「学習期」：師の導きのもとで学び考える。
「家住期」：職に就き、結婚し、経済生活ならびに家庭生活を営む。
「林住期」：世間的な人間としての生活を捨て、瞑想や過酷な行に入る。
「遍歴期」：求める者に法を説きながら聖地を遍歴する。



ｂ）地方自治体主導

地方自治体がバーチャル空間において、「ｅ企

業城下町」を立ち上げるケースも考えられる。大

都市に位置する複数の企業が、中央にいながら

ネットを通じて「ｅ企業城下町」への参画を申し

出る、ギブアンドテークの関係を構築する。

大都市大手企業は、「地方の戦略参謀役」、「研

究開発でのナレッジの提供」などの役割を果たす

一方で、地方の「田園情報都市」は、「余剰パソ

コン、人材の供給」、「並列処理での受託計算」な

どを受け持つことが考えられる。

③おっかけDB

田園情報都市への物理的な動きを促進する制度

として、納税や公共料金情報などが個人の移動に

伴いついてくることにより、田園情報都市を利用

する都市生活者からの二重取りをなくす仕組みが

必要となる。

ａ）大都市生活者

大都市での充実した生活を送る専門家の移動を

促すには、いったん支払ったコストの二重取りを

避けたいという心理を汲み取り、二重取りをなく

すことが重要となる。

こうした人たちの間では、基本的なインフラに

支払ったコストを再度徴収しない仕組みを構築し

た「田園情報都市」が尊重される。

ｂ）田園情報都市生活者

田園情報都市間においても競争が激しくなり、

競合する２つの都市間での専門家の移動を巡る動

きが加速することが予想される。

④地域通貨（エコマネー）、疑似通貨

リアル、バーチャルにかかわらず、「田園情報

都市」に何らかの貢献をした際にポイントが与え

られ、それを消費するために、「田園情報都市」

を人が訪れる仕組みを構築することも必要となろ

う。

既に、介護・福祉、環境対策、リサイクル、教

育、生涯学習、町づくり、地域活性化、商店街活

性化、市街地活性化、NPO連携、コミュニテイ

などを目的として、全国市町村レベルで５０ほどの

「地域通貨（エコマネー）」が流通している。
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図表４１ ｅ城下町

大手企業主導　　　　　　　　　　　　　　　　　地上自治体主導

地方国立大学�
地方私学　　�

リフレッシュ　�
プログラム提供�

休暇村解放�

資源、資材提供�

研究開発支援� 事務処理委託�
ナレッジ共有�

人材供給�

優遇税制�

ＩＴ構築支援�

ナレッジ共有�



こうした地域通貨（エコマネー）、疑似通貨の

導入が進むと、「会員制コミュニティ」とでも呼

ぶべき形態への移行が進む。つまり、疑似通貨を

導入することで、地域と地域住民、外部からのア

クセス者の間に一定の緊張感が保たれ、田園情報

都市側も必ずしも訪れる全ての人を受け入れるこ

とを是とせず、地域を支援してくれる人、愛着を

持ってくれる人を優先することが可能となるので

ある。

ここでは、疑似通貨として次のようなものの導

入可能性を掲げた。

ａ）ボランティア・ポイント

地域が求めるボランティアへの貢献度によりポ

イントがたまる。

既に、一部グループが、運動を展開中である。

例えば「ニッポン・アクティブライフ・クラブ

（NALC）＊７」では、２１世紀の超高齢社会に向け、

ボランティア時間を蓄えることを目的に、預託し

た時間（１時間１点）を引き出し、全国どこにい

ても利用可能な活動拠点の整備を目指している。

ｂ）コミュニティアクセス・ポイント

同様に、コミュニティのコンテンツの提供、流

通などへの貢献によりポイントがたまる仕組みの

整備がされれば、実際に田園情報都市を訪れなく

てもポイントを貯めることができるようになる。

また、田園情報都市側としても不足している技術

者などを補うことができる上、将来、大都市を含

む他地域からの人の流れも期待できる。

ｃ）ナレッジ・ポイント

田園情報都市の抱えるイシューの改善への提案

などにより貢献ポイントが貯まる。また、ポイン
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図表４２ 田園情報都市間の優遇税制の問題

滞在の割合（中）�

滞在の割合（大）�

移動・移住を是とする個人の税制上の優遇�
バーチャルでの課税の可能性の検討�

生産の割合（小）�
消費の割合（小）�

消費の割合（大）�生産の割合（中）�生産の割合（大）�
滞在の割合（小）�

消費の割合（中）�

＊７：「ニッポン・アクティブライフ・クラブ（NALC）」
「自立・奉仕・助け合い」をモットーに出来るだけ夫婦で参画するボランティア団体である。現在、１２，０００人が全国３５都道府
県、６５市町村で活動拠点（目標は１，０００拠点）をつくり、年間５０，０００時間のボランティア活動を展開中。
運営は、特定の団体に頼らず、会員からの年会費（４，０００円）と民間からの寄付金、助成金（２５，０００円＋１，５００円×会員数）

などにより賄われている。



トのみならず名誉市民などのステータスの付与と

いう形態も考えられ、田園情報都市への愛着、親

近感の醸成が期待できる。

（以下、次号に続く）
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